
 

年頭所感 

「生産性運動六十五周年を迎えるにあたって」 

令和の時代の幕が開けた。 

本年は、東京オリンピック・パラリンピックが開催

される。われわれは、新しい時代にふさわしい、世界

に開かれた、信頼と活力ある社会を実現し、次の世代

に引き渡していかなければならない。 

世界に目を向ければ、地球温暖化等の深刻化する環

境問題の解決やデジタル技術の進展に伴う経済社会

の急速な変化への対応は、世界共通の課題となってい

る。また、自国第一主義的な空気が強まり、これまで

築いてきた国際秩序や枠組みが機能不全に陥るリス

クが一層高まっている。グローバリズム、市場経済、

民主主義という共通の価値観に綻びが生じている。こ

うした動きが国際社会にどのような影響を及ぼすか、

本年はいままで以上に注視する必要がある。わが国は

責任ある発信をすべき時期にきている。 

翻って日本では、世界でいち早く高齢化を伴う人口

減少社会に突入した。膨大な財政赤字や持続可能性が

憂慮される社会保障制度など、平成の時代に積み残さ

れた、多くの課題に直面している。桂太郎内閣を超え、

憲政史上最長となった現政権は、改めて、目指すべき

国の将来像と、任期中に実現を目指す課題と政策の優

先順位を明確にし、国民に丁寧に説明する責任がある。 



また、平成時代に先送りをしてきた諸課題に取り組

むためには、与野党を超えた、改革を進めるための超

党派の基盤を再構築すべき時期に来ている。民主主義

が適切に機能するためには、政権交代可能な責任野党

の存在も不可欠である。政党改革のみならず、国会改

革や行政改革など、統治構造のさらなる改革も、もは

や喫緊の課題である。 

 

（生産性運動六十五周年の取り組み） 

本年、生産性運動は、六十五周年の節目を迎える。

われわれ、日本生産性本部は、二年前の二○一八年三

月、設立当時に匹敵する覚悟で、生産性運動を再起動

する決意を固め、「人口減少下の新たな生産性運動の

基盤整備」を旗印に、三か年（二○一八年度から二○

二○年度）からなる中期運動目標を掲げた。 

われわれは、三か年の第一次中期運動目標の最終年

度にあたる本年、「生産性運動六十五周年」を、日本

の生産性改革の推進に向けた具体的な発信と実践活

動の年と位置づけ、以下、取り組む。 

本年三月二日開催の「生産性運動六十五周年記念式

典」にあたり、「生産性白書」を公表する。この白書

を軸に、国民各界各層が、今後の生産性改革のあり方

について課題の共有と解決に向けた議論を行う基盤

づくりに取り組み、合意形成活動を推進する。その一

環として、全国生産性機関と連携し、全国各地で生産

性に関する議論を喚起する。 



また、六月を目途に「社会ビジョン委員会」におい

て、「人口減少モデル」への産業構造・社会構造の転

換を図るためのビジョンを発信し、国民的合意形成の

基盤づくりに着手する。本年秋には、「日本サービス

大賞」の第三回表彰式を開催し、革新的な優れたサー

ビスを表彰し全国に普及促進することにより、高い成

長余力を持つサービス産業の底上げに努める。 

本年十月には、ミュンヘンにて日独経営者会議を開

催する。世界の先進国が一様に生産性上昇率の低下に

悩んでいる現状を踏まえ、日米欧の経営リーダーによ

る生産性を軸とした「対話」「交流」「共同研究・調査」

の枠組みの構築をめざす。 

このような活動を踏まえ、われわれは、十月二十六

日及び二十七日の両日、各界に参加を呼び掛け、「生

産性運動六十五周年記念生産性大会」を開催する。本

大会では、重要な政策課題から企業経営に関わる実践

課題まで生産性の切り口から幅広く議論を行い、日本

の生産性改革の推進に向けて世論喚起をはかる。 

以上の活動を通じ、われわれは、生産性運動三原則

を基軸に、持続可能な経済社会の実現に向けて生産性

運動を推進し、未来への責任を果たす。 
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